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１．はじめに

　先日、環太平洋戦略的経済連携協定（TPP）の交渉が大筋で合意を見た。日本への投資促進

が見込まれるが、日本に投資する者に対する環境は整っているとは言えない。というのは、外

国人が日本に投資をしようとするとき、諸外国とは各種手続きにおいてかなりの相違が存在す

るからである。

　例えば、外国人が日本に会社を設立する場合、まず日本に入国するには在留資格を得なけれ

ば成らず、この手続きは行政書士か弁護士に依頼する。次は法人設立で、定款の作成、議事録

の作成は行政書士に、次の登記は司法書士に。設立完了後は税金関係の手続きは税理士、従業

員を雇うと社会保険労務士に、それぞれ手続きを依頼することになる。一般に外国では弁護士

に依頼するだけでほとんど手続きは完了してしまう。

　これと比較すると、日本の士業制度は「ガラケー」ならぬ「ガラ士業」といえるほど独自の

進化（？）を遂げてきたと言っていいと思う。日本の士業制度を理解していない一般の外国人

からすると、次にどこへ行けばいいのか分からないのが実情である。せっかく TPP交渉が妥

結してもこれでは海外からの対日投資が増えるとは思えない。

　そこで、今年で行政書士の業務歴 32 年となる経験から、外国人だけでなく日本人にもよく

分かる士業制度を考えてみたい。　

　なお、本問題についてはこれまで論じてきた研究者の論稿が非常に少なく、ほとんどが実務

家によるものであり、文献も限られているため、私見や意見の部分が多いことをお断りしてお

く。

研究ノート
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２．現状

2.1 　日本の士業が置かれている現状

　現在日本では「士業」と言われる職業が有り、主だったものだけでも十の士業がある１）。

　弁護士から始まり、司法書士、行政書士、土地家屋調査士、社会保険労務士、弁理士、中小

企業診断士、不動産鑑定士、公認会計士、税理士である。

　これら十士業以外にも「士」と付く職業は多々あるが、この十士業はいずれも国家資格者（国

家試験合格等で国が認めた資格）で、全国に存在し、それぞれの士業を束ねる全国組織があり、

歴史もある。決定的な点はそれぞれの士業に主務官庁が存在することである。従って、本稿で

はこれらの十資格に限定して論を進めていきたい。

　先ほど外国人にはわかりにくいと言ったが、一方でこれらの資格の違いを正確に説明できる

日本人はどれほどいるであろうか。今でも私の資格「行政書士」を「司法書士」と混同してし

まう人は一般国民に限らず、学者の中にも存在する。この点も現在の日本の士業制度の問題点

であるといえる。弁護士は法曹資格、それ以外の資格は「隣接法律専門職」（弁護士以外の法

律関係の資格はまとめてこう呼ばれている）と呼ばれ、これら「隣接法律専門職」は大きく分

けると会計系の公認会計士と、税理士に対し、それ以外が法律系と言うことになるであろうか。

　諸外国ではロイヤーと公認会計士の区分しかない国が多いようである。以前日本が統治して

いた経緯がある韓国や台湾では日本の士業制度に似た制度が現在もあり、たとえば韓国では弁

護士（弁護士）、法務士（司法書士）、行政士（行政書士）、税務士（税理士）、公認仲介士（宅

建士）、労務士（社会保険労務士）、弁理士（弁理士）、公認会計士（公認会計士）といった資

格が存在する。しかし、グローバルスタンダード（世界基準）から見れば日本も韓国も異端の

部類に入るのだろう２）。

　では、外国人は日本で投資その他の手続をする場合、どの士業に依頼すればいいのだろうか。

弁護士ならオールマイティだからいいのではないかとも思われるが、実は弁護士は弁護士法で

は弁理士と税理士業務は当然できるが、例えば行政書士業務は行政書士登録しなければできな

いことになっている（弁護士は当然に行政書士登録できる。行政書士法２条２号）。弁護士の

本来業務は相手との交渉と裁判である。従って、外国人が会社設立のために弁護士に依頼して

も行政書士登録していない弁護士は会社定款や議事録を作成できないのである。これではせっ

かく弁護士に依頼しても目的は達成できない。依頼した弁護士にその続きが出来る士業をあら

ためて探してもらうか、自分で探すしかない。これでは日本に投資する意欲を失ってしまいか

ねない。

　それぞれの士業には歴史的な沿革があり、元をたどれば「代言人」３）と「代書人」４）にた

どり着く。（図１）明治以降この二つの職から枝分かれ（分化）して現在の士業制度に至って

いるのである。
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　ただ、この枝分かれも時代の要請（例えば、税理士は税務職員が徴兵されていなくなったた

め女性に資格を与えて税金の徴収を促進するために創設した）や監督官庁の省益の確保といっ

た理由で創設されたものが多いと言われている。

　現状の資格はこの 70~80 年の間に構築されたものであると言われているが、時代の変遷と

共にグローバル化がすすみ、日本一国の国内だけの問題だけでは無くなってきているのである。

また、この間に制度疲労も起こしているとも考えられる。５）

図1　士業分化図

「東京都行政書士会紹介リーフレット」より
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2.2　士業統合に関する士業間の温度差

　私が士業統合を考え始めたのは、日常の業務で現在の士業制度では士業にも依頼者にも不便

や不利益が生じているからである。

　先ほど日本の士業は「代言人」と「代書人」から出発したと説明したが、「代書人」から分

化した各士業には行政書士とそれ以外の士業の間に決定的な差が存在する。それは行政書士以

外は足し算的な業務範囲（たとえば司法書士は登記と供託、税理士は税務申告と税務相談。簡

単に言うとこれとこれが出来ると限定されているのである）を有するが、行政書士だけは逆に

行政書士以外の他の士業分野以外の残った分野が業務範囲と言うことである。いわば引き算的

業務範囲と言うことが出来る（これとこれができない。他士業の分野を取り除いて残りの分野

は全て出来ると言うこと）。これが行政書士が他士業との業務分野の狭間で摩擦を起こしてい

図２　士業の業務分野イメージ
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る「業際問題」６）の根源でもある。（図２）

　行政書士である私が業務をこなしていくなかで、不便を感じる例は次のような場合である。

　相続手続の依頼を受けて、自筆証書遺言がある場合、戸籍の調査をし、家庭裁判所に検認の

手続を申請するのだが、裁判所への申立手続は行政書士には認められていないので、弁護士か

司法書士に依頼するか、本人申請で行うしかない。検認が終われば執行手続に入るが、これは

行政書士が行うことが出来る。わずか一つの手続だけ出来ないというのは不便以外の何物でも

無い。（現在、行政書士だけが裁判所関係の手続への参入が出来ないことが原因であるのだが）

　行政書士である私が感じるこのような不便を他の士業は感じていないのであろうか。実は他

の士業からは士業統合といった声を聞いたことは少なくとも私はない。これは行政書士以外の

他の士業が、自己の業務範囲が明確に決まっているため、その範囲を守ることや拡大に意識が

行き、他士業との統一といったことには興味が無いように見える。

2.3　今後の方向性

　日本の士業制度は今後どのような方向に向かえばいいのか考えてみよう。

　日本ではこのところ司法改革の名の下に「裁判員制度」「裁判外紛争解決制度（ADR)」、そ

して「ロースクール制度→新司法試験」という改革が行われてきた。いずれも結果から見ると

失敗ではないかと言われている。

　その「ロースクール制度→新司法試験」によって、司法試験合格者の能力が落ちたといわれ

ている。７）　司法試験合格者の増員の結果、以前ならとても合格するはずない程度の者まで合

格してしまっており、しかも司法修習期間の短縮の結果、能力不足の弁護士が多数発生してき

たのである。その結果、弁護士の平均的能力が下がり、他の資格者との能力差が少なくなった

といわれている。８）

　これまでの法曹三者の合意（あったのか無かったのか、公になっていないためその真偽のほ

どは定かではないが）９）では弁護士以外の士業の能力を引き上げて弁護士と統合しようとし

ていたが、いつの間にか弁護士が地盤沈下してきた結果、また行政書士試験等の他の資格試験

が難化してきた結果、弁護士とその他の資格者の能力差は狭まってきており、統合への準備は

いつの間にか整いつつあることになる。

　これまで、弁護士は司法試験に合格したのだから、隣接法律専門職とは能力に差があり、法

曹の一角を占めるプライドも有り、統合などもってのほかとの意見を複数の弁護士から聞いた

ことがある。

　しかし、平均的能力の低下を認めざるを得ないような状況になってきたため（「いそ弁」、

「軒
のき

弁」、「携
けい

弁」というような形態の弁護士も増えてきている）１０）、統合の動きに拍車がかか

り始めているのが現状である。

　しかし、士業統合の話は今に始まったことではない。実は戦後すぐ（50 年くらい前から法
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曹三者間で動きが見られていたというのである。（当時からの動きについては坂本廣身著：『行

政書士の繁栄講座』24 ページ以下に記述されているのでご覧頂きたい。）

　実際、弁護士を含めた複数の士業の有志が集まって、「日本士業連合会」なる任意団体を立

ち上げ、士業のみ成らず研究者や医療関係者も取り込んで、活動しようという動きも実際にあ

る。１１）　これなど、「士」が付く職業だけでなく、「師」の付く資格者も含めて社会全体で活

動することを念頭に置いた動きであることを歓迎したい。

　一方、士業が統合されないことによる不便さを感じている資格者も多数存在する。

　現在各士業では、能力担保のために「研修」を行っているが、複数の資格を有する兼業者の

場合、それぞれの士業で行う研修内容が重複し、時間の無駄だというのである。例えば相続の

関係で言えば、弁護士、司法書士、行政書士、税理士が相続に関係してくるので、それぞれの

士業で研修が行われている。もちろんそれぞれの士業ごとに若干の内容の差異はあるにしても、

基本は民法典であるから根っこは同じ。士業ごとに研修で時間を取られるとなんのための研修

かといった不満も聞かれる。実はこれらの研修、多くの士業団体が出席をポイント制にして、

クリアすべき年間ポイントを決めているため、参加せざるを得ないのである。一方、行政書士

会では研修はまだ努力義務の段階であるが、１年に一度も研修を受講しない会員も多く、法的

能力の担保という面から義務化が叫ばれて久しい。

　士業が統合されればこれらの重複は無くなり、時間が有効に活用できるというものだ。

　実はこれまで士業の統合が実現していない理由の一つに、弁護士法 72 条と各士業の職域

拡大という問題が存在する。

　先ほども書いたが、弁護士以外はそれぞれの職域の維持・拡大が目標で、他士業との境目（垣

根）の部分が接していると、越境しきた他士業に対し、それ専管業務違反だと騒ぎ立て、正当

性を主張する事態がたびたび起こっている。（特に多いのが我々行政書士であることも自覚し

ているが、これは先ほど述べた業務範囲の近接性から発生しているといえ、仕方の無いことで

もある）　たとえば、行政書士が内容証明を作成することが紛争事案に関わるとして弁護士法

72 条に違反するという弁護士もいる。また、会社設立で最後の登記申請を行政書士が行って

しまい、司法書士会から警告を受けた事例など枚挙にいとまが無い状態である。

　現在は、行政書士を除く士業には（一部例外もあるが）出廷陳述権等裁判に関与する資格が

与えられている。これにより弁護士法 72 条は相当骨抜きになっているが、それでも７２条は

厳然として存在しているので、無視するわけにはいかない。弁護士法 72 条とは元々は弁護士

のみが紛争性のある法律事件を扱うことができるとする規定であったが、他の士業法の改正に

よって相当骨抜きになってしまっている。１２）

　士業間の垣根が低くなった今こそ士業統合の千載一遇のチャンスと言っても過言ではない。
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３．統合の方法

　今後、どのようにして各士業を統合していくことが出来るか考えてみよう。

　一応「ロイヤー」という名称が使われるのが一般的と思われるので、「ロイヤー」とするが、

他の名称になる可能性は排除できない。１３）　（一時、司法書士会が「法務士」の名称を使用す

る働きかけを行ったことがあったが、「ほうむし」→「法無視」につながるとして立ち消えになっ

た経緯があったことを申し添えておく）１４）

　第１案：全てを一つの ｢ロイヤー ｣にまとめる。

これは外から見ればわかりやすいかもしれないが、まとまることはほぼ不可能と

言っていいと思う。それぞれの専門領域が異なり、依頼者からすると、その人が本

当にその分野の専門家であるかどうかが分からないのでかえって不安になってしま

うと思う。

　第２案：「ロイヤー」の名称は維持しつつ、専門性から二つに分離する案１５）

　　　　　①グループ　　弁護士、公認会計士、弁理士、不動産鑑定士

　　　　　②グループ　　行政書士、司法書士、土地家屋調査士、税理士、社会保険労務士

この分類の基準は日常生活に関係があるかどうかで分類するというものであり、わ

かりやすいかもしれないが、法律等で明確に一線を引くには難しい面もあるのでは

ないかと思う。

　第３案：法律系と会計系で分ける案１６）

　　　　　法律系を統合して ｢ロイヤー ｣、

　　　　　会計系を統合して「会計ロイヤー」？

　この案では法律と会計という異なる体系で分けるので一見分かりやすく見える

が、世界的に認められている公認会計士資格が埋没してしまうことが考えられる。

また、会計の専門家に法律系の名称であるロイヤーはふさわしくないとの感じもす

る。

　これ以外にも分類の仕方はあるのだろうが、いかんせん論稿が少なく、判断するに至ってい

ない。

　私は以上から、第３案を基本としつつ、諸外国ではロイヤーの仲間に入らない公認会計士

（CPA）の処遇（名称を含む）を考えていくべきと考える。

４．統合によるメリット

　いずれの方法でも士業統合が実現した場合、日本国民に限らず外国人にもワンストップサー
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ビスというメリットが生まれることは想像に難くない。

　一方、実務者たる資格者にはどのようなメリットが考えられるであろうか。

①まず考えられるのは、それぞれの士業を管理している○○会という管理部門の統合による管

理費（会費のこと）の低減である。現在各士業には都道府県ごとに○○士会とその上部組織で

ある日本○○士（会）連合会なる組織が存在し、これにかかる費用は各会員が負担している。

複数資格を持ち、兼業している士業者は負担する会費が２倍３倍になっている。これがかなり

の負担になっていることも事実である。士業が統合されれば、法律系、会計系それぞれの中で

は会費値下げが行われ負担が低減されるのではないかと考える。

②そして資格の管理システムが構築されれば資格者各個人ごとの欠格要件等が一元的に管理で

き、漏れや重複が無くなると考えられる。現在各士業に登録する場合、欠格要件に該当しない

ことの証明のため、戸籍事項証明や身分証明書をその都度提出しなければならない。「（仮称）

士業資格管理機構」の様な組織ができればこの様な手間が削減できると考えられる。また、逆

に成年後見被後見人になった場合や破産者になった場合など、資格の管理システムですぐに発

見でき、登録の抹消などの措置を執ることができると考えられる。

　実は過去次のような事実があった。行政書士を兼業している税理士が脱税相談で業務停止に

なったと官報に掲載された。しかし、行政書士会には本人から何の通知も無く、本来なら行政

書士も業務停止になるはずがならないままであった。私が気づいて行政書士会事務局に申し出

たところ、事務局からの問い合わせにやっと本人も気づいたらしく通知がされて一定期間の業

務停止となったのである。これなど、現在士業ごとのばらばらの資格管理制度だからこそ発生

した事例と言っていいと思う。統合して一元化すればもちろんこのような事例は無くなるはず

である。

③次に、士業法人制度が考えられる。

　現在、弁護士を除く士業は法人化する場合、同じ士業で二人以上集まらないと法人化ができ

ないことになっている。法人化することによって、経営の安定化や社会的信用の確保といった

メリットが準備されているが、隣接法律専門職では無限責任という壁と共に立ちはだかってい

るのが現状である。この壁が統合により取り払われ、容易に法人化できることになる。

④次は、細かいことではあるが士業用電子証明書についてである。

　現在、士業用電子証明書は資格がある士業ではあっても個人をベースとして発行されている。

発行には住民票だけでなく戸籍事項証明まで求められている。複数の士業を兼業している場合、

それぞれの資格ごとに電子証明書の発行手続きをしなければ成らず、手間がかかり過ぎるとの

批判も出ている。統合が実現すれば電子証明書は一つですむことになり、煩雑な手続きが省略

できることもメリットとして考えられる。これにより、電子証明書の発行が容易となり、発行

数が増え、電子手続きの利用が増え、政府の目指す ｢電子政府 ｣の実現にも資するのではない

かと考える。
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⑤次に現在各士業ごとに行われている ｢研修 ｣の一元化、共通化である。

　先ほども書いたが研修の一元化や共通化は今すぐにでもできるものと考える。各士業で歩み

寄れないなら別機関を作り、そこに委託してしまえばいいのではないか。別機関（例えば、「士

業研修機構」というような）なら各士業も他の士業との関係を考えずに委託ができるのではな

いかと思う。

　この構想には別のメリットもあると考える。それは研修講師についてである。

　現在は研修の講師の選定はそれぞれの士業の研修担当者の人選に任されているが、本当にこ

の講師でいいのかといった講師も時たま見かける。共通の基盤（たとえば「士業研修機構」と

いったもの）が出来れば研修担当者の個人的つながりだけでなく、他の士業者の関係を利用し

て広く適任の講師を探すことが出来るようになると思う。こうなれば研修の受講による能力の

向上も見込めるし、真に内容のある研修を受けることが出来るものと思う。

⑥さて、メリットの最後は士業統合によって士業しか利用できない決済システムの構築ができ

るのではないかと考える。決済システムとは言っても官公庁窓口での利用料や納付金の決済に

利用できるシステムがあれば便利ということである。各種手続きにおいて印紙の用意や、多額

の現金を持参する不便さは実務家しか分からないと思うが、これをデポジット式にするかどう

かは別として、窓口でのキャッシュレスにつなげられるシステムも士業統合が実現してこそ構

築できるものと考える。

５．統合までの道のり

　これまで見てきたように統合を阻んでいるのは、弁護士の一部と、弁護士以外の各士業（隣

接法律専門職）のプライド（？）、そして官公庁の縄張り意識ではないかと考える。実際、各

省庁の中には、管轄する士業界に対して省益の確保のためかその士業にＯＢ会員を送り込んで

影響力を確保している例を見かける。それぞれの士業間に横たわる垣根や障害を取り除くには

相当の労力と時間が必要と思われるが、統合時期が遅くなってもそれまでにできることはいく

つかある。（前章の②や⑤は実行しようと思えばすぐにでも手が付けられると思う。）

　ただ、まだかなり高いハードルも残っている。それは法的能力格差の問題である。

　具体的には、各士業者が有する最低限の法律に関する能力（知識等）である。

　各士業者になるための国家試験等で求められている法律の知識には、各士業の業務で必要と

されている法律に関して出題範囲が決められるが、これがある程度統一されない限り、たとえ

士業統合がなされても肝心の士業者に能力差が生じてしまうことになりかねない。

　たとえば、現在税理士は試験科目に憲法や民法は入っていない。社会保険労務士は労働法規

や社会保険の法規のみで、直接は六法に関係しない。行政書士も刑法関係は無縁である。また、

行政書士では公務員経験で行政書士になることが出来るが、公務員経験に警察官の経歴が含ま
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れているため、警察官ＯＢが行政書士になる例が多々ある。しかしご存知の通り警察は民事不

介入が原則である。警察学校で民法の初歩は学ぶとしても、試験合格者との間には大きな能力

差が存在する。他士業でも同じような事例が存在すると思うので、これらの士業間や同一資格

内の基本的な法的能力格差を埋めていかなければ依頼者が求める期待に応えることは出来な

い。かえって不信感をもたれてしまうと考える。

　弁護士も法科大学院制度のため、以前に比べて司法修習が短くなり、これが原因で能力が低

下しているとも言われるが、少なくとも六法に関する能力には長けているのは間違いないから、

これを基本にして弁護士以外の他の士業は能力を高めていかなければならないと思う。

　この解消には先ほどから述べている研修を利用して能力格差を埋めていかなければならな

い。統合してから研修するか、研修して能力を高めてから統合するか、（鶏が先か、卵が先か

といった議論になってしまうが）どちらにするかはこれから考えて行かなければならない問題

である。

　先ほども述べたが、これまでメリットとしてあげたうち、研修の一元化や共通化は今すぐに

でもできると考える。また、資格の管理システムもすぐに可能であると思う。

　これらを逐次実現していけば、最後の士業統合も見えてくるのではないか。

　

６．結びに代えて

　士業統合は少し前までは夢のまた夢と考えていたが、司法制度改革と時代の要請からそれほ

ど遠くない時点での実現が見えるようになってきた。

　ただ、どの士業も内部からの突き上げや、外部とのバランスに腐心するものと思われる。

これを乗り越えなければ先は見えてこない。明治以降百数十年ぶりの大改革である士業統合。

代言人・代書人の２本柱に戻るのではなく、さらに一本化するという大事業である。大きな決

断と実行が求められている。自己の資格の発展的解消を誰が何時決断するか。あとはそれぞれ

の士業の合意と国の決断に係っていると思う。

　これまでＴＰＰの議論のなかで、貿易の促進、投資の促進が主要な議論とみられてきたが、

貿易や投資が増えることによって、法体系の違う国の間での法的対立も増えることが予想され

る。これまで日本ではアメリカの弁護士が日本で活動するために「外国法事務弁護士」制度を

作り、受け入れてきたが、今後他の国からも同様な要求がなされることが考えられる。その際、

アメリカと同じように対処するだけなのか、逆に士業統合を早めて日本の「ロイヤー」を輸出

して日本の権益を確保するのかを早急に決めるほか無いと思う。

　士業統合は単に日本国内のみのことではなく、その結果をＴＰＰ域内の他の国に輸出すること

も考えるべきであると思う。中央大学の佐藤信行教授は講演の中で、「現在の日本法は大陸法と

英米法がうまく混ざり合った混合法で有り、ＴＰＰのように多くの国が同じテーブルに着く様な
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場合、正面から法律の衝突が起こらないための有用な手段である」と述べられている。１７）

　士業統合を法整備支援に結びつけ、発展途上のＴＰＰ各国への法制度の輸出にも結びつけら

れれば経済発展、国力増強に加え、法文化の輸出にも貢献できるのではないかと考える。それ

がひいては、日本の士業が海外へ進出する素地になると考える。

　本論稿を出発点として、士業統合に向けて研究を続けていきたいと思う。
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